
日本ＫＷＢ野球連盟定款 
 
 
第１章  総 則 
 
（名  称） 
第１条 本連盟は、日本ＫＷＢ野球連盟（Japan KWB Baseball Federation）と称する。 
 
（目 的） 
第２条 本連盟は、野球競技を通じて青少年の健全な育成を目指し、その普及振興に寄

与することを目的とする。 
① 少年の健全な精神と強健な身体を養い、礼儀正しさを学ぶ。 
② 国際的スポーツマンの育成を目指し、積極的な交流を図る。 
③ 競技者・家庭・学校・地域社会が一体となり、応援活動を推進する。  
④ 硬式野球に移る際の筋力障害を防止し、スムーズに移行させる。 

 
（事 業） 
第３条 本連盟は第２条の目的達成のために次の事業を行う。 

（１）ＫＷＢ野球選手権大会の開催 
     （２）各種国内及び国際大会の開催 
     （３）その他本連盟の目的達成に必要な活動 
 
（事務所） 
第４条 本連盟の事務所は東京都に置く。 
 
 
第２章   地区連盟・県連盟及び顧問 
 
（地区連盟・県連盟） 
第５条－１  本連盟は、理事会の決議を経て各地域に地区連盟を、各都道府県に県連盟を

設ける。 
地区連盟及び県連盟は､その規約を作り本理事会に報告するものとする。 

 
（規約及び規則） 
第５条－２ 地区連盟及び県連盟の規約および規則等は日本ＫＷＢ野球連盟定款に沿う

ものとする。 
 
（顧 問） 
第５条－３ 本連盟の顧問（顧問・相談役・参与等）は、会長の指名する学識経験者を 

もって構成する。 
 
（評議員） 
第５条－４  各県連代表及び理事会推薦の評議員をもって構成する。 
 
（入  会） 
第６条 本連盟の会員になるには、各県連盟に加盟ののち、地区連盟を経由し、会長に

入会申込書を提出し、理事会の承認を経て、会費・年会費・登録費を納入し、
入会が承認される。 
 

 
 
 
 



（応援団の会） 
第７条 本連盟の趣旨に賛同し特別の協力をする個人・団体として、応援団組織を設け

る。 
応援団の会とは、連盟本部・地区連盟・県連盟及びチームの各地一般市民及び
企業・団体等により構成し各地に根ざしたチームのバックアップ活動により、
より高い目的達成に貢献する組織である。 

 
（退  会） 
第８条 本連盟の会員は､次の各号に該当するときは退会したものとみなす。 

  （１）解散等により各県連盟を退会したとき｡ 
  （２）会費・登録費を納入しないとき｡（締切日の１年後までに） 

 
（除  名） 
第９条 会員が本連盟の名誉を毀損し､または趣旨目的に反するような行為のあったと

きは、理事会の決議により除名することができる。 
 
（拠出金品の不返還） 
第１０条 既納の会費その他の拠出金品は、その理由のいかんを問わずこれを返還しな

いものとする。 
 
 
第３章   役  員  等 
 
（種  別） 
第１１条 本連盟に次の役員をおく。 

会    長  １名 
副 会 長  ３名以内 
専務理事  １名 
常任理事  若干名 
理  事  相当数 
監  事  ２名以内 

 
（選任・任務・任期） 
第１２条 会長は理事会において、これを選出する。 

会長は本連盟を代表し会議を統括する。 
会長の任期は２年とする。但し再任はさまたげない。 

 
（副会長） 
第１３条 副会長は会長が推薦し、理事会の承認を得てこれを決める。 

副会長は会長を補佐し、会長に事故あるときはあらかじめ定めた序列により
職務を代行する。 

 
（理事・専務理事・常務理事） 
第１４条 理事は別に定める定数にもとづき地区連盟において推薦したもの、および会

長の推薦したものにより決める。 
理事は理事会を組織し、会務を決定執行する。 
理事の任期は２年とする。但し、再任はさまたげない。 

２ 会長は、必要に応じ専務理事を指名することができる。 
３ 会長は理事の中より常務理事を任命し、常務理事は常務理事会を組織し常務

の執行にあたる。又緊急審議を要する場合は、会長・副会長・専務理事によ
り協議し、これを決定執行する。但し、事後において理事会に報告しなけれ
ばならない。 
また常務理事会のもとに事業運営上専門担当をおき、その分担に応じ担当部
会の運営にあたる。 



４ 会長が任命する専務理事及び事務局長は、会長の命を受け会務を常務する。 
 
（監 事） 
第１５条 監事は２名とし会長が推薦し、理事会の承認を得てこれを決定する。 

任期は２年とする。但し、再任はさまたげない。 
 
（残任期） 
第１６条 補欠によって就任した役員の任期は、前任者の残任期間とする。 
 
 
第４章 事務局及び職員 
 
（設置及び任免） 
第１７条 本連盟の事務を処理するため、事務局を設け専務理事、事務局長及び会計並

びに職員を置くことができる。 
２ 職員は会長が任免する。 

 
（組織及び運営） 
第１８条 事務局の組織及び運営に関し、必要な事項は理事会の議決を経て会長が定め

る。 
 
 
第５章 会 議  
 
（種  別） 
第１９条 会議は理事会、評議員会、及び常務理事会とする。 
 
（議  長） 
第２０条 会議の議長は会長がこれにあたる。 
 
（開  催） 
第２１条 理事会は定例会として年２回開催する。但し、必要により臨時会を開催する

ことができる。 
２ 常務理事会は必要により随時開催する。 

 
（招  集） 
第２２条 理事会及び評議員会及び常務理事会は会長が招集する。 

２ 臨時理事会は会長が必要と認めたとき、または理事の３分の２の請求があっ
たときに会長がこれを招集する。 

 
（定足数及び議決） 
第２３条 理事会は､理事の２分の１以上が出席しなければ開くことができない。 

理事会の決議には出席者の２分の１以上の同意を必要とする。但し委任状を
もって出席とみなす。 

 
 
第６章 会 計 
 
（資産の構成） 
第２４条 本連盟の会計は本連盟、各県連盟の登録入会金及び年会費並びに本連盟の事

業に伴う収入又は資産から生ずる収入・寄付金品及びその他の収入を以てこ
れに充てる。 

 



（事業計画及び収支予算） 
第２５条 本連盟の事業計画及びこれに伴う収支予算は、毎会計年度開始前に会長が計

画編成し、理事会及び評議員会の議決を得なければならない。 
 
（収支決算） 
第２６条 本連盟の収支決算は､毎会計年度終了後、３ヶ月以内に会長が作成し、財産目

録、貸借対照表及び事業報告並びに会員の異動報告とともに監事の意見を付
し、理事会及び評議員会の承認を得なければならない。 
尚、県連盟・地区連盟の決算報告は、各決算の日から２ヶ月以内を期限とし 
て連盟本部に報告することとする。 

 
（会計年度） 
第２７条 本連盟の会計年度は、毎年１月１日に始まり同年１２月３１日に終わる。 
 
 
第７章 定款の変更及び解散 
 
（定款の変更） 
第２８条 この定款は評議員会において出席評議員の３分の２以上の同意を得なければ

変更することができない。 
 

（解散・残余財産の処分） 
第２９条 本連盟は、本連盟の目的たる事業の継続が不可能となった場合には解散する。 

２ 前項により解散する場合は、評議員会において出席評議員の３分の２以上の
同意を得なければならない。 

３ 解散のときに存ずる残余財産の処分については、評議員会の議決を経て、類
似の事業を目的とする公益法人、国若しくは地方公共団体に寄附するものと
する。 

    
第８章 補 則 
 
（施 行）  ２００１年１月１日より実施する。 

２００７年６月３０日 改訂して実施する。 
２０１５年１月１日 改訂して実施する。 

 
 
（細 則）  必要により定める。 
 
 


